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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁層と、導電層とを備えた電磁波シールドシートであって、
　前記導電層は、導電性微粒子、熱硬化性樹脂およびシリカ粒子を含み、
　前記導電性微粒子の形状は、フレーク状、葉状、または樹枝状であり、
　前記シリカ粒子のＢＥＴ比表面積は、９０～３８０ｍ２／ｇであり、
　前記シリカ粒子を熱硬化性樹脂１００重量部に対して１０～９５重量部含み、
　前記導電層の厚みは、１～１００μｍであることを特徴とする電磁波シールドシート。
【請求項２】
　請求項１記載の電磁波シールドシートを備えたプリント配線板。
【請求項３】
　絶縁層と、導電層とを有する電磁波シールドシートを備えたプリント配線板の製造方法
であって、
　プリント基板上に、電磁波シールドシートを重ね、または貼り付けた後に加熱圧着する
工程を有し、
　前記導電層は、導電性微粒子、熱硬化性樹脂およびシリカ粒子を含み、
　前記導電性微粒子の形状は、フレーク状、葉状、または樹枝状であり、
　前記シリカ粒子のＢＥＴ比表面積は、９０～３８０ｍ２／ｇであり、
　前記シリカ粒子を熱硬化性樹脂１００重量部に対して１０～９５重量部含み、
　前記導電層の厚みは、１～１００μｍであることを特徴とするプリント配線板の製造方
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法。 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プリント配線板等の電子部品から発生する電磁波を遮蔽する電磁波シールド
シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリント配線板は、配線回路から発生する電磁波を遮蔽するために電磁波シールド層を
設置するのが一般的である。特に、スマートフォン等の携帯電話、あるいはデジタルカメ
ラの電子機器は、ディスプレイ面積の増大に比例して、配線回路を流れる信号の伝送周波
数が高くなる（高周波という）傾向がある。このように伝送周波数が高周波になると電磁
波シールド層から漏洩した電磁波が他の電子機器の誤作動を誘発する。そのため悪影響を
防止するため電磁波シールド層の重要性が増大している。
【０００３】
　また、情報機器は、カメラ機能、ＧＰＳ機能などの多機能を実現するためにプリント配
線板の高密度化が進んでいる。さらに多機能化を進めるためには、配線回路をさらに高密
度化する必要があるが、情報機器自体の大きさは無制限に拡大することは出来ないためプ
リント配線板の厚さを薄く設計することで高密度化を実現する必要がある。この薄さの追
求は、電磁波シールド層として使用する電磁波シールドシートも例外ではない。
　しかし、一般的に電磁波シールドシートの厚さを薄くすると電磁波シールド層の硬さが
低下する傾向にある。そうすると例えばフレキシブルプリント基板（以下、ＦＰＣという
）に積層して可動性のディスプレイの配線に使用した場合、当該ディスプレイを繰り返し
可動すると電磁波シールド層の剥離や破断が発生する場合があった。
【０００４】
　そこで特許文献１には、平均厚さ５０～３００ｎｍ、平均粒径３～１０μｍの薄片状金
属粉と平均粒径３～１０μｍの針状又は樹枝状金属粉金属粉と（Ｂ）バインダー樹脂を含
有する導電性ペーストから形成された導電層に、保護層が積層された電磁波シールドシー
トが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１１－１８７８９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、従来の電磁波シールドシートは、絶縁層にハードコート層を設けていたが、電
磁波シールドシートの厚さがさらに薄くなると絶縁層の傷付きを防止できず、電磁波シー
ルド層の剥離や破断が発生する場合があった。一方電磁波シールドシートをＦＰＣに熱プ
レス接着（本硬化ともいう）する際に導電層が側面からはみ出し、外観不良や他の部位と
導通し、不良品になる問題もあった。
【０００７】
　本発明は、電磁波シールドシート全体の厚さを薄くした場合でも絶縁層に傷付きが生じ
難く、導電層がはみ出しにくい電磁波シールドシートの提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、絶縁層と、導電層とを備えた電磁波シールドシートであって、前記導電層は
、導電性微粒子、熱硬化性樹脂およびシリカ粒子を含み、前記シリカ粒子を熱硬化性樹脂
１００重量部に対して３～９５重量部含むことを特徴する構成の電磁波シールドシートで
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ある。
【発明の効果】
【０００９】
　上記構成の本発明によれば、絶縁層の下地層ともいえる導電層の硬さを向上することが
傷付き防止には重要である。すなわち、導電層にシリカ粒子を配合することで電磁波シー
ルド層全体として柔軟性を損なわずに、絶縁層に傷が付き難い効果、および導電層がはみ
出しにくい効果が得られた。
【００１０】
　本発明により電磁波シールドシート全体の厚さを薄くした場合でも絶縁層に傷付きが生
じ難く、導電層がはみ出しにくい電磁波シールドシートを提供できた。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の電磁波シールドシートは、絶縁層と、導電層とを備えている。そして前記導電
層は、導電性微粒子、熱硬化性樹脂およびシリカ粒子を含むことが必要である。本発明の
電磁波シールドシートは、絶縁層の下地層といえる導電層にシリカ粒子を配合することで
、導電層を硬くすることができる。本発明の電磁波シールドフィルムを備えたプリント配
線板を電子機器の内部に組み込むと、導電層の硬さ故、絶縁層は、例えば電磁波シールド
層が電子機器内の周辺部材と接触した場合、絶縁層に傷が付きにくくいため、スマートフ
ォン、タブレット端末等の電子機器の狭い空間に組み込まれて長期間使用された場合でも
電磁波シールド層の剥離や破断が生じ難い効果が得られた。
【００１２】
＜絶縁層＞
　本発明において絶縁層は、絶縁性樹脂組成物から形成できる。前記絶縁性樹脂組成物は
、熱硬化性樹脂および硬化剤を含むことが必要である。
【００１３】
　前記熱硬化性樹脂は、柔軟性と接着性を有する樹脂を使用すればよい。具体的には、例
えばポリエステル樹脂、エポキシエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリウレタンウレア
樹脂、フェノキシ樹脂、ポリアクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、ユリア樹
脂、メラミン樹脂等が好ましい。
【００１４】
　前記熱硬化性樹脂は、硬化剤と反応できる架橋性官能基を有する。前記架橋性官能基は
、例えば、水酸基、カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、オキサゾリン基、オキサ
ジン基、シラノール基、アルコキシシラン基、アミノ基、イミノ基、イソシアネート基、
アジリジニル基、チオール基、シクロカーボネート基、ビニルエーテル基、ビニルチオエ
ーテル基、メチロール基、アセタール基及びケタール基など等が挙げられる。これらの中
でも架橋後の耐熱性がより向上するためカルボキシル基、酸無水物基が好ましい。熱硬化
性樹脂は、架橋性官能基を１種または２種以上有することができる。
【００１５】
　前記硬化剤は、熱硬化性樹脂の架橋性官能基と反応できる官能基を２つ以上有する化合
物が好ましい。架橋性官能基がカルボキシル基の場合、硬化剤は、エポキシ化合物、アリ
ジリン化合物、イソシアネート化合物、ポリオール化合物、アミン化合物、メラミン化合
物、シラン化合物、カルボジイミド化合物、金属キレート化合物等が好ましい。架橋性官
能基が水酸基の場合、硬化剤は、イソシアネート化合物、エポキシ化合物、アジリジン化
合物、カルボジイミド化合物、金属キレート化合物が好ましい。また、架橋性官能基がア
ミノ基の場合、硬化剤は、イソシアネート化合物、エポキシ化合物、アジリジン化合物、
カルボジイミド化合物、金属キレート化合物が好ましい。
【００１６】
　これら硬化剤の中でも、樹脂が酸価を有する場合（カルボキシル基を有する場合）は、
エポキシ化合物およびアジリジン化合物が好ましい。
【００１７】
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　硬化剤は、熱硬化性樹脂１００重量部に対して、１～７０重量部使用することが好まし
く、５～６０重量部がより好ましい。
【００１８】
　前記絶縁性樹脂組成物には、必要に応じてシランカップリング剤、酸化防止剤、顔料、
染料、粘着付与樹脂、可塑剤、紫外線吸収剤、消泡剤、レベリング調整剤，充填剤，難燃
剤等を添加しても良い。
【００１９】
　絶縁層の厚みは、用途に応じて適宜設計可能であるが、約０．５μｍ～２５μｍが好ま
しく、より好ましくは、約２μｍ～１５μｍがより好ましい。絶縁層の厚みが、約０．５
μｍ～２５μｍにあることで柔軟性を維持したまま絶縁層の硬さがより向上できる。前記
絶縁性樹脂組成物を使用する場合の絶縁層の形成方法は、後述する。
【００２０】
＜導電層＞
　導電層は、導電性樹脂組成物を使用して形成できる。前記導電性樹脂組成物は、導電性
微粒子、熱硬化性樹脂およびシリカ粒子を含むことが好ましい。
【００２１】
　本発明において導電性微粒子は、金、白金、銀、銅、ニッケルなどの導電性金属および
その合金からなる金属の微粒子が好ましい。また単一組成の微粒子ではなく金属や樹脂を
核体とし、その被覆層を導電性が高い素材で形成した導電性微粒子もコストダウンの観点
から好ましい。前記核体は、ニッケル、シリカ、銅および樹脂から選択することが好まし
く、導電性の金属およびその合金がより好ましい。前記被覆層は、導電性が優れる素材で
あればよく、導電性金属または導電性ポリマーが好ましい。導電性金属は、例えば、金、
白金、銀、錫、マンガン、およびインジウム等、ならびにその合金が挙げられる。また導
電性ポリマーは、ポリアニリン、ポリアセチレン等が挙げられる。これらの中でも導電性
の面から銀が好ましい。
【００２２】
　前記核体と被覆層からなる導電性微粒子は、核体１００重量部に対して、１～４０重量
部の割合で被覆層を有するのが好ましく、５～３０重量部がより好ましい。１～４０重量
部で被覆すると、導電性を維持しながら、よりコストダウンができる。
【００２３】
　前記核体と被覆層からなる導電性微粒子は、被覆層が核体で完全に覆うことが好ましい
。しかし、実際には、核体の一部が露出する場合がある。このような場合でも核体表面面
積の７０％以上を導電性物質が覆っていれば、導電性を維持しやすい。
【００２４】
　本発明において導電性微粒子の形状は、所望の導電性が得られればよく形状は限定され
ない。具体的には、例えば、球状、フレーク状、葉状、樹枝状、プレート状、針状、棒状
、ブドウ状が好ましい。
【００２５】
　前記導電性微粒子は、平均粒子径１～１００μｍが好ましく、３～５０μｍがより好ま
しく、４～１５μｍがさらに好ましい。平均粒子径が１～１００μｍの範囲内にあること
で、導電性がより向上し、さらに、例えば熱硬化性樹脂と配合して導電性樹脂組成物を製
造した場合に、その溶液安定性をより向上できる。なお、平均粒子径は、レーザー回折・
散乱法粒度分布測定装置ＬＳ １３３２０（ベックマン・コールター社製）を使用し、ト
ルネードドライパウダーサンプルモジュールにて、各導電性微粒子粉を測定して得たＤ５
０平均粒子径であり、粒子の積算値が５０％である粒度の直径の平均粒子径を用いた。な
お、屈折率の設定は１．６とした。
　なお、導電性微粒子の平均粒子径は、電子顕微鏡の拡大画像（約千倍～１万倍）におい
て無作為に選定した約２０個の粒子を平均した数値から求めることもできる。この場合の
平均粒子径も１～１００μｍが好ましく、３～５０μｍがより好ましい。なお導電性微粒
子に長軸方向と短軸方向が有る場合（例えば棒状粒子）は、長軸方向の長さで平均粒子径
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を算出する。
【００２６】
　前記導電性微粒子は、熱硬化性樹脂１００重量部に対して、５０～１５００重量部を配
合することが好ましく、１００～１０００重量部がより好ましい。５０～１５００重量部
配合することで、導電性と接着性をより両立しやすくなる。
【００２７】
　前記熱硬化性樹脂は、絶縁層で説明した熱硬化性樹脂を使用できる。絶縁層および導電
層に使用する熱可塑性樹脂は、同一、または異なっていてもよい。
【００２８】
　本発明においてシリカ粒子は、導電層を硬くする。すなわち、電磁波シールドシートの
下地である導電層が固くなることで上層にある絶縁層の耐摩耗性が向上し、絶縁層の傷付
きを抑制できる。また、導電層にシリカ粒子を添加することで導電層のはみ出しを抑制で
きる。前記シリカ粒子は、親水性シリカおよび疎水性シリカのいずれも使用できる。
【００２９】
　前記シリカ粒子は熱硬化性樹脂１００重量部に対して３～９５重量部配合することが好
ましい。３重量部以上で所望の硬さが得易くなる。また９５重量部以下で、導電層の接着
強度が得易くなる。
【００３０】
　また、前記シリカ粒子のＢＥＴ比表面積は、５０～３００ｍ2／ｇが好ましい。前記範
囲にあることで導電層中にシリカ粒子を分散しやすくなり、接着強度もより向上できる。
【００３１】
　また導電性樹脂組成物には、イオンキャッチャー剤を配合することが好ましい。前記イ
オンキャッチャー剤を配合すると、導電性微粒子の金属イオンに起因した導電性および接
着強度の経時低下を抑制し易くなる。具体的には、例えば、Ｎ－サリシロイル－Ｎ’－ア
ルデヒドラジン、Ｎ，Ｎ－ジベンザル（オキザルヒドラジド）、イソフタリック酸ビス（
２－フェノキシプロピオニルヒドラジン）、３－（Ｎ－サリチロイル）アミノ－１，２，
４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル］ヒドラジンなどが挙げられる。これらの中でも
デカメチレンカルボン酸ジサリチロイルヒドラジドおよびＮ，Ｎ’－ビス［３－（３，５
－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル］ヒドラジンが好ましい。
【００３２】
　イオンキャッチャー剤は、導電性微粒子１００重量部に対して、０．５～３０重量部使
用することが好ましく、１～２０重量部がより好ましい。１～２０重量部使用することで
導電性および接着性の経時低下をより抑制し易くなる。
【００３３】
　導電性樹脂組成物は、導電性微粒子の分散安定性を向上するために増粘剤を配合できる
。例えばポリカルボン酸化合物、ポリウレタン化合物、ウレア化合物、ポリアミド化合物
等を含むことができる。
【００３４】
　導電性樹脂組成物は、必要に応じてシランカップリング剤、防錆剤、還元剤、酸化防止
剤、顔料、染料、粘着付与樹脂、可塑剤、紫外線吸収剤、消泡剤、レベリング調整剤、充
填剤、難燃剤などを配合できる。
【００３５】
　導電性樹脂組成物は、熱硬化性樹脂、硬化剤、導電性微粒子を混合し攪拌して得ること
ができる。前記攪拌は、ディスパーマットが一般的であるが、ホモジナイザーを使用する
こともできる。
【００３６】
　本発明の電磁波シールドシートは、絶縁層および導電層を備えている。前記導電層の製
造方法の１例を挙げると、例えば、絶縁性樹脂組成物および導電性樹脂組成物を剥離性シ
ートに塗工して、それぞれ絶縁層および導電層を形成して製造できる。または、Ｔダイの
ような押出成形機により、絶縁層および導電層を形成して製造できる
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【００３７】
　前記塗工方法は、例えば、グラビアコート方式、キスコート方式、ダイコート方式、リ
ップコート方式、コンマコート方式、ブレード方式、ロールコート方式、ナイフコート方
式、スプレーコート方式、バーコート方式、スピコート方式、ディップコート方式等の公
知の塗工方法を使用できる。
【００３８】
　前記導電層の厚みは、１～１００μｍが好ましく、３～５０μｍがより好ましく、４～
１５μｍがさらに好ましい。厚みが１～１００μｍの範囲にあることで導電性と、その他
の物性を両立しやすくなる。
【００３９】
　本発明の電磁波シールドシートは、上記のように得た導電層、および絶縁層を備えてい
る。この電磁波シールドシートは、例えば、導電層に、予め絶縁性樹脂組成物を成形した
絶縁層を貼り合わせることで製造できる。または、予め形成した導電層に、別途剥離性シ
ート上に形成した絶縁層を貼り合わせることで製造することもできる。または、導電層に
直接絶縁性樹脂組成物を塗工することで絶縁層を形成することでも製造できる。前記絶縁
層には、さらに他の機能層を積層することもできる。他の機能層とは、ハードコート性、
水蒸気バリア性、酸素バリア性、低誘電率、高誘電率性または耐熱性等の機能を有する層
である。
　また電磁波シールドシートが接着機能を有する場合、熱硬化性樹脂の架橋性官能基と硬
化剤の官能基は、未反応状態（半硬化状態）で存在するのが一般的である。その後、電磁
波シールドシートを使用する際、例えばＦＰＣに重ね、または貼り付けた後に加熱圧着工
程により本硬化することで所望の接着強度が得られる場合が多い。なお本発明においてア
ジリジン硬化剤を使用するとき、塗工の際の加熱乾燥でアジリジン硬化剤が熱硬化性樹脂
の架橋性官能基と反応する場合があるが、かかる場合でも半硬化状態という。
【００４０】
　前記剥離性シートは、紙またはプラスチックの基材の少なくとも一方に公知の剥離処理
を行ったシートである。
【００４１】
　なお電磁波シールドシートは、導電層または絶縁層の保護および取り扱いを容易にする
ため剥離性シートを貼り付けた状態で保存する場合が多い。
【００４２】
　本発明の電磁波シールドシートは、電磁波をシールドする必要がある様々な用途に使用
できる。例えば、リジッドプリント配線板は元より、フレキシブルプリント配線板、ＣＯ
Ｆ、ＴＡＢ、フレキシブルコネクタ、液晶ディスプレイ、タッチパネル等に使用できる。
また、パソコンのケース、建材の壁および窓ガラス等の建材、車両、船舶、航空機等の電
磁波を遮蔽する部材としても使用できる。
【実施例】
【００４３】
　以下、実施例、比較例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明は以下の実施例のみ
に限定されるものではない。なお、以下の「部」及び「％」は、それぞれ重量部及び「重
量％」に基づく値である。
【００４４】
　実施例で使用した導電性微粒子を表１に示す。
【００４５】
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【表１】

【００４６】
　表１の導電性微粒子２、７および８の製造例を以下に示す。
【００４７】
＜製造例１＞
　予め下記原料が均一になるように攪拌混合した後、ジルコニアビーズと共にアイガーミ
ルに投入し、３０分間分散工程を行った。得られた微粒子をメチルエチルケトンで複数回
デカンテーションを行った。さらに８０℃のオーブンで乾燥することで平均粒子径１０．
９μｍの導電性微粒子２を得た。
導電性微粒子１                                          ：１００．０部
トルエン                                                ：４００．０部
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オレイン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：１０．０部
【００４８】
＜製造例２＞
　予め下記原料が均一になるように攪拌混合した後、ジルコニアビーズと共にアイガーミ
ルに投入し、３０分間分散工程を行った。得られた微粒子をメチルエチルケトンで複数回
デカンテーションを行った。さらにオーブンで乾燥することで平均粒子径８．９μｍの導
電性微粒子７を得た。
FCC-SP-99F（樹枝状銅粉　福田金属箔粉工業社製）          ：１００．０部
トルエン                                                ：４００．０部
オレイン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：１０．０部
【００４９】
＜製造例３＞
　予め下記原料が均一になるように攪拌混合した後、ジルコニアビーズと共にアイガーミ
ルに投入し、６０分間分散工程を行った。得られた微粒子をメチルエチルケトンで複数回
デカンテーションを行った。さらにオーブンで乾燥することで平均粒子径２１．１μｍの
導電性微粒子８を得た。
Ni-255T（ブドウ状ニッケル粉　福田金属箔粉工業社製）　　 ：１００．０部
トルエン                                                ：４００．０部
オレイン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ：１０．０部
【００５０】
＜熱硬化性樹脂＞
　ウレタン樹脂：トーヨーケム株式会社製、酸価＝１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価＝０．
１ｍｇＫＯＨ／ｇ
　エポキシエステル樹脂：トーヨーケム株式会社製、酸価＝３０ｍｇＫＯＨ／ｇ
　アクリル樹脂：トーヨーケム株式会社製／酸価＝３５０ｍｇＫＯＨ／ｇ
【００５１】
　表２に使用したシリカの性状を示す
【００５２】

【表２】

【００５３】
＜実施例１＞
　ウレタン樹脂を１００部、導電性微粒子１を３００部、デカメチレンカルボン酸ジサリ
チロイルヒドラジドを５．０部、シリカ粉末NX90G（日本アエロジル株式会社）を１０部
容器に仕込み、不揮発分が４０％になるようトルエン：イソプロピルアルコール（＝２：
１）の混合溶剤を加えた。この混合物をディスパーで５分間攪拌を行うことで導電性樹脂
組成物を得た。
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【００５４】
　得られた導電性樹脂組成物の１００部に、硬化剤としてエポキシ化合物（ビスフェノー
ルＡ型エポキシ樹脂、エポキシ当量＝１８９ｇ／ｅｑ、「ＪＥＲ８２８」、ジャパンエポ
キシレジン社製）１０部およびアジリジン系硬化剤（日本触媒製「ケミタイトＰＺ－３３
」）２．０部を加えディスパーで１０分攪拌した後、剥離性シートに、乾燥厚みが５μｍ
になるようにバーコーターを使用して塗工し、１００℃の電気オーブンで２分間乾燥する
ことで導電層を得た。
【００５５】
　別途、ウレタン樹脂を１００部、硬化剤としてエポキシ化合物（ビスフェノールＡ型エ
ポキシ樹脂、エポキシ当量＝１８９ｇ／ｅｑ、「ＪＥＲ８２８」、ジャパンエポキシレジ
ン社製）１０部およびアジリジン化合物１０部を加えディスパーで１０分攪拌した後、剥
離性シートに、乾燥厚みが６μｍになるようにバーコーターを使用して塗工し、１００℃
の電気オーブンで２分間乾燥することで絶縁層を得た。そして導電層に絶縁層を重ねた後
、１５０℃、２ＭＰｐａ、３０分間の条件で熱圧着することで電磁波シールドシートを得
た。
【００５６】
＜実施例２～１８、比較例１～２＞
原料を表３および表４に記載した種類および配合量に変更した以外は実施例１と同様に
行うことで、電磁波シールドシートを得た。
　ただし、実施例５、１４、および１６は参考例である。
【００５７】
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【表３】

【００５８】
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【表４】

【００５９】
　得られた電磁波シールドシートを下記評価項目に従い測定した。結果を表５および表６
に示す。
【００６０】
［鉛筆硬度］
　得られた電磁波シールドシートを縦５０ｍｍ・横５０ｍｍの大きさに準備し試料とした
。前記試料を厚さ２ｍｍのステンレス板に１５０℃、２ＭＰａの条件で３０分間熱圧着を
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行い本硬化させた。次いで絶縁層の剥離性シートを剥がし、ＪＩＳ Ｋ ５４００に準拠し
て、鉛筆引っかき試験機（Ｎｏ．５５３－Ｍ、株式会社安田精機製作所）を用いて、絶縁
層の鉛筆硬度を測定した。具体的には試料の絶縁層に、鉛筆（三菱鉛筆社製）を４５度の
角度で、上から１ｋｇの荷重を掛け５ｍｍ程度引っかき、傷の付き具合を確認した。これ
を５回繰り返し、５回中２回以上の傷が生じた鉛筆の１ランク下の鉛筆の硬度を鉛筆硬度
とした。評価基準は以下の通りである。
　○：ＨＢ以上。実用上問題ない。
　×：ＨＢ未満。実用不可。
【００６１】
[表面抵抗値］
　得られた電磁波シールドシートを縦５０ｍｍ・横５０ｍｍの大きさに準備し試料とした
。前記試料を１５０℃、２ＭＰａの条件で３０分間熱圧着を行い本硬化させた。次いで導
電層の剥離性シートを剥がし、導電層の表面抵抗値を三菱化学アナリテック社製「ロレス
ターＧＰ」の四探針プローブを用いて測定した。評価基準は以下の通りである。
　◎：０．２[Ω/□]未満。実用上問題ない。
　○：０．２[Ω/□]以上、０．６[Ω/□]未満。実用上問題ない。
　△：０．６[Ω/□]以上、１．２[Ω/□]未満。実用上問題ない。
　×：１．２[Ω/□]以上。実用不可。
【００６２】
　[耐摩耗性] 
　得られた電磁波シールドシートを幅４０ｍｍ・長さ１５０ｍｍの大きさに準備し、その
導電層の剥離性シートを剥がし、厚さ７５μｍのポリイミドフィルム（東レ・デュポン社
製「カプトン３００Ｈ」）に１５０℃、２ＭＰａ、３０ｍｉｎの条件で圧着することで試
料を作成した。次いで絶縁層の剥離性フィルムを剥がした絶縁層に対して、別途前記同様
に準備した試料の絶縁層を学振式磨耗試験機（テスター産業社製）にセットして荷重２０
０ｇｆ、ストローク１２０ｍｍ、往復速度３０回／ｍｉｎの条件で、絶縁層と絶縁層を磨
耗させることで絶縁層に外観不良が発生するまでの回数を評価した。評価基準は以下の通
りである。
○：２００００回以上。実用上問題ない。
△：１００００回以上２００００回未満。実用上問題ない。
×：１００００回未満。実用不可。
【００６３】
　[接着強度]
　得られた電磁波シールドシートを幅２５ｍｍ・長さ７０ｍｍに準備し試料とした。試料
から導電層の剥離性シートを剥がし、導電層に厚さ５０μｍのポリイミドフィルム（東レ
・デュポン社製「カプトン２００ＥＮ」）を１５０℃、２．０ＭＰａ、３０ｍｉｎの条件
で圧着することで本硬化した。次いで接着強度測定のために試料を補強する目的で絶縁層
の剥離性シートを剥がし、絶縁層に、トーヨーケム社製接着シートを用い、厚さ５０μｍ
のポリイミドフィルムを、１５０℃、１ＭＰａ、３０ｍｉｎの条件で圧着することで「ポ
リイミド／電磁波シールドシート／接着シート／ポリイミド」の構成の積層体を得た。こ
の積層体を引張試験機（島津製作所社製）を使用して２３℃５０％ＲＨの雰囲気下、剥離
速度５０ｍｍ／ｍｉｎ、剥離角度９０°で、導電層とポリイミドフィルムとの界面を剥離
することで剥離強度を測定した。
　○：４Ｎ／２５ｍｍ以上。実用上問題ない。
　×：４Ｎ／２５ｍｍ未満。実用不可。
【００６４】
　[はみ出し性]
　導電層のはみ出し性を次の方法で評価した。得られた導電性樹脂組成物を厚さ５０μｍ
のポリイミドフィルム（「カプトン２００ＥＮ」）に乾燥膜厚が８μｍになるように塗工
し、１００℃の電気オーブンで２分間乾燥することで導電層を形成し積層体１を得た。積
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層体１に穴あけ機で直径５ｍｍの貫通穴を形成した。
　別途、得られた絶縁性樹脂組成物を厚さ５０μｍのポリイミドフィルム（「カプトン２
００ＥＮ」）に、乾燥膜厚が１５μｍになるように塗工し、１００℃の電気オーブンで２
分間乾燥することで絶縁層を形成し積層体２を得た。
　次いで、積層体１の導電層と積層体２の絶縁層が接するように重ねた上１５０℃、２Ｍ
Ｐａ、３０ｍｉｎの条件で加熱圧着を行った。室温に冷却後、積層体１の穴部分を拡大鏡
で観察し、導電層が穴にはみ出した長さを測定した。評価基準は以下の通りである。
　○：はみ出した長さが０．１ｍｍ未満で穴の直径が４．８ｍｍより大きい
　×：はみ出した長さが０．１ｍｍ以上で穴の直径が４．８ｍｍ以下
【００６５】
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【表５】

【００６６】
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【表６】
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